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電子行政ソリューション

の概略

電子行政ソリューションで

は,セキュリティや認証,lC

カードなどの行政基盤,行政

の各種業務モデルの実現をは

じめ,アウトソーシングとコ

ンサルテーションに対応した

ラインアップをそろえている｡

インターネットの普及を背景とした社会･経済システムの情報化は,ネットワークを介した電子申請や電子調達など,公共･

民間分野にも広がりを見せはじめている｡また,政府は,1999年8月に提唱した｢ミレニアム(千年紀)･プロジェクト+構想の

中で,2003年を目標に世界最高水準の｢電子政府+実現を目指し.個人や企業に対して時間的･空間的制約にとらわれない,幅

広い電子行政サービスを提供しようとしている｡

日立製作所は,このような行政の情幸馴ヒやネットワーク化のニーズに対応するとともに,省庁･自治体,企業,および個人が

一体となった付加価値の高い電子行政サービスの実現を支援する電子行政ソリューション"Solutionmax
for Cyber-

Government”を体系化した｡日立製作所のネットワーク技術やセキュリティ技術,認証技術を基盤として,コンサルテーショ

ンからシステムの企画,構築,アウトソーシングまで,各行政サービスの実現をサポートするトータルなソリューションを提

供する｡

はじめに

さまざまな市場がグローバル化する今,行政サービス

の向卜･効率化は,企業の経営効率化や国際競争力の強

化にも両結する重要なテーマである｡意思決定の迅速化

やグローバルな競争力を持つ企業経営,そして行政機関

への諸手続き･納税･給付などの簡素化や情報公開を含

めた豊かな国民生活を実現するためには,行政プロセス

のいっそうのスピードアップとサービス向上が欠かせな

い｡そのためにも,省J-i二･自治体,企業,および個人が

それぞれ相互に有機的なネットワークで結ばれ,電子決

済や法人認証,電子申請･届け出,情報公開,個人認

証といったサービスがリアルタイムに実現されることが

必要である｡

しかし,このようなサービスを行うに際しては,さま

ぎまなデータの真正性や原本牲の保証,プライバシー保

護といったセキュリティ(安全性)にかかわる部分を十分

に考慮する必要がある｡

日立製作所は,｢インターネットによる即時性+と,プ

ライバシー保護などの｢高い安全惟+をともに確‾在するこ

とがスピード行政を実現する大きな要件であると考え,

定評ある｢ネットワーク技術+と｢セキュリティ技術+を両

輪に,行政の電子化をトータルにサポートする電子行政

ソリューション"Soluti()nmaX for CyberGovernment(ソ

リューションマックスフォーサイバーガバメント)''を開

発したし〕これにより,例えば,巾講･届け出などのネッ
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トワーク化,調達の電子化,行政事務の電子化,行政情

報の公開などを高い安全性をもって実現することができ

る(図1参照)｡

ここでは,この電子行政ソリューションについて述

べる｡

電子行政ソリューションの全体像

Solutionmax br CyberGovernmentは,(1)行政サー

ビス基盤ソリューション,(2)行政サービス開発ソリュ

ーション,(3)行政サービスアウトソーシングソリュー

ション,および(4)行政サービスコンサルテーションで構

成し,省庁･自治体や民間企業での豊富なシステム構築

のスキルとノウハウを持つプロフェッショナルスタッフが,

顧客からの要望に合わせ,各ソリューションのトナlから最

適なコンポーネントを組み合わせて提供する(図2参照)｡

例えば,｢行政サービス基盤ソリューション+では,日

立製作所が得意とする認証技術や暗号化技術,ICカード

技術をベースとした基盤システムを提供する｡

また,｢行政サービス開発ソリューション+では,証明

書自動交付機の開発技術をベースに,多彩な行政ニーズ

に活用できる｢情報キオスク+などを開発するほか,イン

ターネットを析用した｢電子申請･届け出+,｢情報公

開+,｢情報提供+などの各行政機関に適したシステム構

築を支援する｡適用形態としては,新規開発だけでなく,

既存のレガシーシステムを有効活用する形態も用意して

いる｡さらに,｢行政サービス アウトソーシングソリュ

ーション+では認証業務センターやバックアップ設備など

の道川代行を,｢行政サービスコンサルテーション+では
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電子行政では,省庁.自治

体,企業,および個人を相互

にネットワークで有機的に結

び,住民票など各種証明書の

発行や,申請･届け出,調達,

情報公開などの行政サービス

を提供する｡

また,本人確認や手数料の

支払いも,電子認証や電子決

清によって実現し,ネットワ

ークを利用するうえで必要と
なる基盤を提供する｡

図2 電子行政ソリューションの体系

企画,コンサルティングから構築,運用,評価支援までを一貫

してサポートする｡

システム面･事業面からの行政評価支援などをそれぞれ

行う｡

なお,省J‾ト自治体関係者が,システムモデルの実体

験や評価ができる,わが国初の電十行政専用ショールー

ム●`CyberGovernment Square(サイバーガバメントスク

エア)''を2000年3月31日に東京の内所橋に開設した｡

ソリューションのラインアップ

3.1行政サービス基盤ソリューション

3.1.1行政セキュリティ基盤

情報システム全体のセキュリティを一貫惟をもって確

保するために,以下の技術や製品と,プライバシー保護

や安全件を確保するためのセキュリティ製品･サービス体

系ソリューション``Secureplaza-'を用いて,セキュリティ

基盤を構築する｡
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(1)｢l克製作所が1989年に独[=対発した,共通かぎ暗号

〟式のアルゴリズムによる冊界最高水準の暗号技術

``MULTI2''

(2)次世代公開暗号かぎ技術として注目されている,だ

llj曲線上の演算規則を利用した｢だl‾1曲線暗号+

(3)電子透かし才支術

(4)ビジュアル認証技術

(5)セキュリティ機能付きルータアクセスサーバ

(6)多段ファイアウォール

3.1.2 行政電子認証基盤

利用者の公開かぎや認証機関について言止載した,ディ

ジタル証別吾のフォーマットに関する凶際標準規格"Ⅹ.

509”に準拠した認証吉形式を提供し,企業･仙人の本人

認証,電子文書の真正性保証が行えるセキエアなシステ

ムを構築する(図3参只現)｡また,ネットワーク__Lを流通

する電子情報を対象にした同形マーク(公印,商標など)

に電子透かしやセキュリティ技術を過川することにより,

パソコン熟達者でなくとも簡単に扱えるセキュアなネッ

トワークマーキング環境を実現する｡

3.1.3 行政電子決済基盤

電子決済基盤を構築し,支払い･決済ネットワークや

納付書などの電子化を実現することによF),手数料･税

などのセキエアな電子納付･還付を実現する｡さらに,

納付･還付にかかる時間を短縮し,納付手段を多様化す

ることにより,場所や時間の制約を軽減する｡

3.1.4 行政ICカード基盤

マルチアプリケーションやハイレベルのセキュリティ

機能と,信頼性で実績のある｢接触型+および利便性の高

い｢非接触型+ICカードを組み合わせたハイブリッドICカ

ードの機能を併せ持つ先進の｢MULTOSカード'+を提供
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図3 行政電子認証基盤の仕組み

電子認証基盤により,ネットワークを利用したさまざまな行政

事続きを,安全に行うことができる｡
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図4 行政ICカード基盤

ICカードは,｢本人認証機能+や｢決済機能+などの機能を搭載す

ることにより,さまざまな行政サービスに適用することができる｡

する｡電了一行政の実現に必安な｢本人認証機能+や｢決済

機能+,｢セキュリティ機能+,｢属性情報保管機能+など

の複数機能を1枚のカードに搭載できる(図4参照)｡

3.1.5 行政文書情報マネジメント

文吉情報の発生から廃棄までのライフサイクル管理

や,各種申請書などの業務記錨を管理し,多様な検索手

段を提供する基盤である｡さらに,紙やマルチメディア

‾代旦の文書も管理できる｡また,収′受･起案などの業務シ

ステムや文吉情報交換システムと連携する｡

3.1.6 電子行政インタフェース

電子行政インタフェースは,社会と行政の接点の拡大を

支援する｢電子行政+での接続規約である｡企業･個人と行

政機関を,パソコンや情報キオスクなどの各椎チャネルを

通して接続し,行政サービスの電子行政化を実現する｡

例えば,複数の窓∪や複数行政機関にまたがる手続き

を1か所で行えるワンストップサービスの構築では,各種

業務システム間,遠隔システム問(省庁間,自治体間な

ど),異機種システム間の連携システムを容易に構築す

る方式を提供する｡

3.2 行政サービス開発ソリューション

行政サービス開発ソリューションでは,行政サービス

基盤ソリューションを活用し,申請･届け出,電子調達

や情報公開といった,業務プロセスのシステムモデルを

提供する｡

電子行政の業務システムの開発を効率よく実現する形

態として,新規開発だけでなく,既存システムも有効に

捕用できるように,以‾lTの十iつの形態を用意している

(図5参照)｡

※)MULTOSは,MondexInternationalLimitedの常緑商

標である｡
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図5 開発ソリューションの提供形態

電子行政の業務システムの開発を効率よく実現する三つの形態

を示す｡

(1)既存システムを清川するという観点から,｢竜子行

政インタフェース+との接続･連携機能とAPI(Applica-

tionProgramInterface)を開発し,提供する形態

(2)接続･連携機能,API,および業務システムを
-･体

としたパッケージで提供する形態

(3)業務システムを新規に開発し,提供する形態

3.3 行政サービスアウトソーシングソリューション

電子行政を実現するためには,(1)ワンストップ･ノ

ンストップサービスヘの対応,(2)情報システム柴員の

確保,(3)新技術への即応性,(4)セキュリティの確保,

(5)災害･システム障害時の対比こなどの課題を解決して

いかなければならない｡

これらの課題を解決するために,11立製作所は,安全

性の高いデータセンターを某盤として,思冨な運用実績

や長年のノウハウを活用し,企画から設計･情築,運

用･保守まで一一貫した,幅広いサービスを実現する｢行

政サービス アウトソーシングソリューション+を提供す

る(図6参照)｡

企画段階では,行政システムをアウトソーシングする

うえでの企画立案を行う｢アウトソーシングコンサルテー

ション+を用意している｡

システム設計･構築段階では,アウトソーシングでシ

ステムを運用していくための｢道川設計サービス+を行う｡

運用･保守段階では,多くの運用ノウハウや新技術を

利用して,行政システムを顧客に代わって安定稼動させ

る｢運用管理代行サービス+を行う｡

また,データ センター アウトソーシングでは,アウ

トソーシングの計画策走,運1日設計,運用管押までを一
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サービス
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サービス

データセンターアウトソーシング

ネットワークアウトソーシンク

図6 アウトソーシングのメニュー

行政システムのアウトソーシングでは,システムの企画.設

計･構築,運用･保守の工程までを一貫して支援する｡

■横浜(磯子),大阪(南港),岡山の
アウトソーシングセンターで

行政サービスアウトソーシング

ソリューションを提供

岡山センタ

ダ

磯子センター

南港センター

図7 アウトソーシングセンター

これらのセンターでは,阪神･淡路大震災レベルに耐える耐震

設備や,自家発電設備などを含む電気設備,集中監視システムな

どによる高度なセキュリティなど,ユーザーが安心して委託がで

きる環境を整備している｡

昂して支援し,さらに,システム設置スペースの問題や

管押レベルの問題を解決するために,安全件に優れる日

立製作所のアウトソーシングセンターを利川できる(図7

参1!削｡.また,ネットワーク アウトソーシングサービス

では,ネットワークに関する各種サービスにより,電子

行政の実現を支援する｡

3.4 行政サービスコンサルテーション

公共サービスヘのニーズが拡大,多様化する中で,公

共セクターの経営改革が求められている｡近年の｢行政

評価+と呼ばれる手法は,1960年代に注口されたPPBS

(Planning-Programming-Budgeting System)を源流と

する行政改革の流れの中にあり,現在,NPM(New

Public Management:新公的経常管理)という概念の中

核を成していると言える｡

行政サービスコンサルテーションでは,情報システム

のコンサルテーションにとどまらず,行政評価の支援を

中心とした公的経常の総合的コンサルテーションの展開
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を目指している｡

3.4.1行政評価を巡る動向

地方自治体では,1996年に二二束県が｢事務事業評仙シ

ステム+の運用を開始したのを皮切りに評価制度導入の

動きは広がりを見せ,検討段階まで含めると,都道府県

レベルではほぼ一巡した｡今後は,｢引東町村レベルへの

展開が進んでいくものと思われる｡

一方,しい央何千では,行政改革会議が1997年12月の最

終報告で政策評価の導入を提言して以降,政府の取組み

が活発化した｡総務庁行政監察局に政策詐仙等推進準備

室が設置されたほか,各省けに政策評価準備連絡会議が

発足し,政策評価実施の準備が進められている｡

3.4.2 日立製作所が考える行政評価のコンセプト

行政活動を評価するための指標としては,(1)行政活

動を行うために投人された経営資源を示す｢インプット

指標+,(2)行政活動の結果を活動実績として示す｢ア

ウトプット指標+,および(3)行政活動によってもたら

された成果をホす｢アウトカム指標+がある(図8参照)｡

これらの指標を相互に比較することにより,行政活動の

総括件,効率性,端▲効性を判断することになる｡

インプット指標については,これを事業費だけでなく,

フローとストックの両面からとらえることで,さらに正

確な行政コストの把握が可能となF),有効な評仙が展開

できるものと考える｡この,正確な行政コストの把握を

吋能とするのが公会計への企業会計方式の導人であり,

この部分を含めて｢広義の行政評価+ととらえるのが口立

製作所が考える行政評価のコンセプトである｡)

3.4.3 行政評価のプロセス

行政活動の体系は,(1)政策,(2)施策,および(3)

事務事業の 二つのレベルに整理できる｡｢1末製作所の支

援対象は,事務事業評価の部分が中心となる｡計画から

データ収集,評価指標分析,さらに評価の反映･公表ま

での一連の流れを支援し,そこで符らゴ1た評価内容を必

要なデータと併せて加‾1二することにより,施策･政策と

いった_卜位レベルでの意思決定支援のための情報を提供

することが可能となる(図9参照)｡

3.4.4 今後の展開

行政評価を有効に推進するためには,行政トップのリ

ーダーシップが必要であることは言うまでもないが,評

価作業として新たに発生する業務をいかに効率的にサポ

ートするかという視点も重要である｡その意味で,行政

評価への情報システムの適用は重要な課題と言える｡

情報化の視ノ烹は,まず,評価表の作成や管群,各種レ

アウトカム(成果)指標

広
義
の
行
政
評
価

有効性 有効性

効率性

インナノト(投入)指標

(フロー･ストック指標)

経活性

アウトブント(結果)指標

狭義の行政評価

企業会計方式

(発生主義会計＋複式簿記)
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図8 日立製作所が考える行政評価のコンセプト

広義と狭義の両面から行政評価を行う｡
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経営資源の投入量(例えば,ボランティア講習会の予算など)

活動結果満勤量(例えば,ボランティア講習会の参加人員など)
活動によって得られた成果効果(ボランティア講習会受講後に

ボランティア活動を実際に行った人数など)

図9 行政評価の実施イメージ

事務事業レベルの評価を基本とし,計画からデータ収集,評価

分析まで一貫して支援する｡

ポートの作成といった一連の評価作業の支援に置くべき

であると考える｡その後,財務会計システムなどの既存

システムとの連携や,WWW(World Wide Web)上での

住民への公開,コミュニケーションといった展開が想定

評イl別名郁の公表

意識調査

住 民

成果指標

要素データ
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政策施策レベルの

意思決定支援

評価 姦威さ 企業会計方式
lV

舞姿 フィードバック 財務会計システム
安濃

実施会計システム
盛

二/ 7‾
㈹

人事システム発

憾汰
-ご

日丑
フ‾‾

経理システム
ぷ済持

箋議

担当壬

担当者評価

統計システム

図10 評価支援システムのイメージ

既存システムとの連携や住民とのコミュニケーションを図りな

がら,評価作業をサポートする｡
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表1CyberGovernmentSquareの概要

わが国で初めて開設された,電子行政に特化したショールーム

である｡

場 所 東京都港区西新橋二丁目1-1

広さ(面積) 約760m2

対 象

国家行政機関とその関連団体･法人,地方公共

団体とその関連団体･法人,教育･医療関連の

公共機関

視察申込方法

日立製作所の担当営業スタッフ,または下記の

電話･メールで受け付け

電話:03-5251-5672

E-mail:cgs@jkk･hitachi.co.jp

URL:http:〟www･h他chi.co.jp/CgOV/

開館時間 平日10:00～17:00,土日祝日は休館

される(図10参照)｡

日立製作所は,情報システムベンダーとしての特色を

生かすことにより,有効な公的繹営コンサルテーション

を提供できるものと考える｡

3･5 電子行政ショールーム"CyberGovernmentSquare”

日立製作所は,わが国初の,電-'f行政に特化したショ

ールーム▲`cyberGovernment Square''を開設した(表1参

照)｡このショールームは,行政サービスコンサルテーシ

ョンの中で,21仲紀の行政サービスの実体験と評価や,

電子行政に対する意見･要望の収集,さらに,スピーデ

ィーな情報発イ言の場と位置づけられる｡

ショールームでは,映像やデモンストレーション,コ

ミュニケーションを通して,わかりやすさを重視したプ

レゼンテーションを提供する(図11参照)｡

さらに,定期的なリニューアルにより,日立製作所の

最新のノウハウや技術を提供する,発展するショールー

ムとして運営していく考えである｡

将来は,電丁▲行政を実際にユーザーのシステムに適川

して評価を受けるシミュレーションセンター機能のほか

に,研究所やシンクタンクなどと連携した技術交流の場

をH指している｡

おわりに

ここでは,日立製作所の電子行政ソリューション

"Soluti()nmaXbrCyberGovernment‥について述べた｡

行政情報化のねらいは,省庁･自治体では｢情報･通

信の高度利用による行政の高度化･効率化+,企業では

｢競争力の強化,新産業の創出+,個人では｢時間･空間

にとらわれないサービスの向卜+といった三極をそれぞれ
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図11CyberGovernmentSquareの映像シアター

電子行政の実現イメージとソリューションを映像で紹介する｡

盲舟性化することにある｡

このソリューションを通して,セキュリティなどの基

偉技術の提供はもちろんのこと,アウトソーシングやコ

ンサルテーションといったトータルな支援を提供し,豊

かな国民生活の向上と行政システム運営の向上に貢献し

ていきたいと考える｡

また,竜子行政ショールーム"CyberGovernment

Square''を通じて,顧客に近未来の体感を提供できるよ

うに1附)組んでいく考えである｡

執筆者紹介

●

砂1警

廠
･歩鞄ゝ

冊
､Y:一; キー一-ノ

:棚

▲

‾オン､､首寸価､

ぞ繁 ノ

山中大三郎

1～)7的こ卜l社製作柄人什,公八システムグループ公Jヒシス

テムニュ哨糀所践

現れ ′上■i'公庁=のシステムインテグレーションと局/一政

仰プロジェクトの全体の耽りまとめに従:1仁

E-1-1こ1il:)▼乙1-11州こ1kこ1(〃jkk.11itヱ1Chi.c(),jI)

大川義人

1982咋【h土製†乍所人什,公北システムグループ公jをシス

テム小業郎J好捕

税在.電J二枚心プロジェクトのセールスプロモーション,

アウトソーシングの取りまとめに従三壬主

E-Illail:)▼-()Ok乙11V乙lせtjkk.hit之IClli.ro.jp

前野裕一

1998年‖立製作所人札 公共システムグループ公Jしシス

テム事業部所属

硯在,`【二f公庁IIJのシステム構築と電子政和プロジェクト

の行政サービスコンサルテーションの耽りまとめに従事

Ⅰ三-111こ1il:y-111之Iellロト(jkk.】1itachi.c().jp

太田慶一

1亡)f)2年1li‡製作所人祉,公共システムグループ公共シス

テム奉菜邦軒端

現在,花-f一政和プロジェクトの一定了一打政ショールーム

◆て)rbビrG()Vビr11111elllSqし1こIrし■■の企耐二従事

E-上m;lil:k一(〕()tこl¢∫jkk.hitこIChi.co.jI)




